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要約 
本稿では、教育の ICT 化に着目し、学校での ICT 機器活用が児童生徒の学力にどのよう

な影響を与えるのか、またどのような活用方法が有効であるのかについての分析および考

察を行った。 

現代社会では急速な情報化によって、社会のあらゆる領域での活動において情報の持つ

重要性が増しており、これに伴い児童生徒が習得するべき能力も変化してきている。その

ため、教育の在り方を見直す必要があり、教育現場において ICT を活用することは解決策

の一つである。現在、政府や地方自治体は 21 世紀で求められる人材像を掲げて教育の情

報化を行っているが、ICT 機器の設置率が政府の設定した目標値に届いていないという問

題や、コスト面による ICT 教育への投資の地域間格差などの問題がある。 

鷹岡（2016）や高橋他（2011）においては、ICT 機器を使用することによって学習活動

や学習支援の効果を高められる可能性が示唆されている。しかし、国内においていち早く

ICT 教育を導入した佐賀県武雄市の報告書においては、第一次・第二次検証報告ともに成

績との相関は見られず、第三次検証においても非常に限られたサンプルでのみ学力への効

果が認められるに留まっている。また、高木（2016）では自治体の予算の兼ね合いから、

学校現場に即した ICT 機器導入が行われない可能性を示唆しており、実際に ICT 機器を積

極的に導入している荒川区の教員アンケート調査では、タブレット端末の配置台数の不足

が指摘されている。 

しかし、上記の先行研究では分析で用いるサンプル数が非常に少なく、偏りが存在する

可能性がある。そのため本稿では、サンプル数が大きく、偏りが少ないと考えられる PISA

（OECD 生徒の学習到達度調査）2015 のデータを用いた重回帰分析および、日本よりも ICT

教育が進んでいるとされる他国との比較分析を行った。その結果、プロジェクターを除く

ICT 機器の使用は概ね学力に対して負の影響を与えており、政策意図とは逆に生徒の学力

を引き下げていることが明らかになった。 

 このことを踏まえ、本稿では一時的に ICT 機器の導入を中止し、効果的な活用方法を研

究したのちに再導入をする、という三段階の政策を提言する。この政策により、多額の予

算を使用していながら学力が下がっているという現状を改善し、児童生徒の学力向上につ

なげることができると考える。
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はじめに 
本論文の目的は、現在政府によって推進されている ICT 教育についての是非について分

析し、より効果的な導入方法を提案することである。 

 文部科学省（2011）の教育の情報化ビジョンによると、21 世紀は新しい知識・情報・技

術が社会のあらゆる領域での活動の基盤として飛躍的に重要性が増す時代であるとされて

いる。このような 21世紀を生きるにあたり児童生徒に求められる力は、幅広い知識と柔軟

な思考力に基づく新しい知や価値を創造する力である。この力を育むためには、児童生徒

一人一人の多様性を尊重しつつ、それぞれの強みを生かして潜在能力を発揮することがで

きるよう、各個人に応じた教育を行うとともに、異なる背景や多様な能力を持つ児童生徒

がコミュニケーションを通じ、協働して新たな価値を創造する教育を行うことが重要にな

る。 

そこで注目されたのが、教育への ICT 機器の導入である。ICT すなわち情報通信技術に

は、時間的・空間的制約を超える、双方向性を有する、カスタマイズを容易にするといっ

た特長がある。児童生徒の学習の大部分を占める学校において ICT を用いた教育を導入し、

前述の特長を活用することは、一斉指導による学びに加えて、児童生徒一人一人の能力や

特性に応じた学び、児童生徒が教えあい学び合う協働的な学びに有効であると考えられて

いる。また、教科指導において ICT を活用することは、教員が児童生徒の学習をより詳細

に把握・分析することを可能にする。以上のような特長から、ICT の学校教育への導入は

推進されている。 

しかし、実際に ICT を活用した教育が学力にどのような影響を及ぼすか、またどのよう

な機器がより効果的なのか、明らかになっていないことも多くある。そのため、本稿では

ICT 教育が学力向上にどれほど効果があるのかについて、分析を行った。 

本稿の特徴としては、サンプル数が多い PISA2015のデータを用いて重回帰分析を行うこ

とによって先行研究の問題点であるサンプル数の小ささを解消し、さらに国際比較も行っ

た点が挙げられる。 

その結果、現在の ICT 教育には学力をさせる効果はなく、むしろ逆効果であることが判

明した。そのため、現状の ICT 教育を推進する政策を一時的に中止し、効果的な使用方法

を研究・開発した上で、再導入することを新たな政策として提言する。 
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第１章 現状・問題意識 
第１節 日本における ICT教育の現状 

現在、日本では ICT 教育の導入を積極的に行なっている。文部科学省（2016）によると、

2017 年度までの目標として、生徒 3.6 人あたり 1 台の教育用コンピュータ、高速インター

ネットの接続率 100%、普通教室の校内 LAN設置率 100%、電子黒板整備率 100%を掲げ、実際

に ICT環境整備の加速化のために、平成 26年度から 29年度まで単年度 1678億円の地方財

政措置を取っていた。しかし、文部科学省（2018a）によると 2018 年 3 月時点では、教育

用コンピュータ 1 台あたりの児童生徒数は 5.6 人（図 1 参照）、高速インターネットの接

続率は 91.5%（図２参照）、普通教室の校内 LAN設置率は 90.2%（図 3参照）、電子黒板整

備率は 26.7%（図４参照）となっており、いずれも目標に届いていない。これらの問題の

要因として、主に金銭面の問題が挙げられる。日本は他の OECD諸国に対して教育に対して

の公共財支出の割合が低い。また、公共財支出は地方交付税として各自治体に使用方法が

委ねられている。そのため、ICT 教育への投資が行われる地域と行われない地域での地域

間格差が発生している。また、ICT 機器には初期導入費用が高く、機器の買い替えに伴う

コストが高いという問題点があり、この点も地域間格差に影響を与えている。具体的には、

2018 年 3 月時点における都道府県別教育用コンピュータの 1 台あたりの児童生徒数は、最

も設置が進んでいる佐賀県では 1.8 人となっているものの、最も設置が遅れている福岡県

では 7.4 人となっており、大きな差がある（図５参照）。教育用コンピュータと同様に、

都道府県別普通教室の電子黒板整備率にも地域間格差が存在し、最も設置が進んでいる佐

賀県では 128.8％となっている一方で、最も整備が遅れている神奈川県では 10.6％となっ

ており、整備がほとんど進んでいない（図６参照）。 

 

図１ 教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数 

 
（出典：文部科学省『平成 29 年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果

（概要）』より筆者作成） 
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図２ 超高速インターネット接続率 

 
（出典：文部科学省『平成 29 年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果

（概要）』より筆者作成） 

 

図３普通教室の無線 LAN 設置率 

 
（出典：文部科学省『平成 29 年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果

（概要）』より筆者作成） 
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図４ 普通教室の電子黒板整備率 

 
（出典：文部科学省『平成 29 年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果

（概要）』より筆者作成） 

 

図５ 都道府県別 教育用コンピュータ１台当たりの児童数 

 
（出典：文部科学省『平成 29 年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果

（概要）』より筆者作成） 
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図６ 都道府県別 普通教室の電子黒板整備率 

 
（出典：文部科学省『平成 29 年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果

（概要）』より筆者作成） 

 

第２節 ICT教育の例 
第１項 佐賀県武雄市の実践例 

ICT 教育の代表例として挙げられるのは、佐賀県武雄市で行われている「スマイル学習」

である。佐賀県武雄市では 2010 年に全国に先駆けて学校現場への iPad 整備を行った。当

初は一部の小学校への実験的導入であったが、その後武雄市 ICT 教育推進協議会での審議

や武雄市内の小学校における無線 LAN整備などを経て、2014年に全公立小学校、2015年に

は全公立中学校において一人一台のタブレット PCの運用が開始された。当時の武雄市では

児童生徒の家庭学習時間が少ないという問題があったため、タブレット PCの活用方法は学

校と家庭での学習をつなげることを念頭において検討された。その結果、小学校三年生以

上の算数、四年生以上の理科、二年生から四年生の国語、および中学校全学年の数学と理

科において、School Movies Innovate the Live Education-classroom の頭文字をとった

「スマイル学習」という形で授業へのタブレット PC の導入を行われることになり、現在で

も継続して実施されている（『武雄市 ICT を活用した教育パンフレット（2017）』）。 

スマイル学習の目的は、児童生徒がより意欲的・主体的に授業に臨めるようにすること、

教員が児童生徒の実態を正確に把握して授業に臨めるようにすること、授業では「協働的

な問題解決能力」を育成すること、の三点となっている。 

学習方法の概要は『武雄市 ICT を活用した教育パンフレット（2017）』によると、「授

業前日にタブレット PCを家庭に持ち帰り、動画を活用した予習を行い翌日の授業に臨む。

事前に予習をすることで、授業の中では通常の授業より話し合いや学び合いなどを中心と

した協働学習を行うことができる。」とされている。より具体的な流れとしては、①教員

が授業準備として教材用サーバーに予習動画・小テスト・アンケートなどの教材を登録、
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②授業前日に児童生徒がオンライン状態の学校において教材をタブレット PCにダウンロー

ド、③オフライン状態の家庭において予習動画を使用した家庭学習を行い、小テストやア

ンケートに回答、④授業当日、登校してからオンライン状態の学校で小テストやアンケー

トを教材用サーバーに提出、⑤教員が授業前に教材用サーバーを通じて小テストやアンケ

ートの結果を確認、という五段階になっている。 

スマイル学習への児童の評価は、2015 年度に行われた児童向けアンケートの集計による

と、予習も学校での授業も楽しく取り組むことができており、またスマイル学習の実施率

が高い学校では実施率の低い学校と比較して、児童が自分の考えや意見を発表する力を伸

ばすことができると感じているという結果が出ており、評価は総じて高いことが明らかに

なった。また、2016 年に行われた教職員向けアンケートの集計においては、スマイル学習

の指導経験のある教職員はタブレット端末の活用によって指導方法の変化や改善があった

とする意見が多く、主観的な判断ではあるものの、指導方法に良い影響を与えていること

が示唆された。一方、保護者の評価は 2016年時点でスマイル学習に効果があると考える人

は全体の 45.5％と過半数に満たない。しかし、前年と比較すると評価は高くなっており、

スマイル学習に肯定的な意見をもつ保護者の割合は増加している。これらのことから、学

校関係者からスマイル学習は高く評価される傾向にあると考えられる。しかし、『武雄市

「ICT を活用した教育」第三次検証報告書 −新しい学力観を求めて− （2017）』では、学

力との相関は一部の学年・科目・単元のみでしかみられず、学力への明確な効果について

は明らかになっていない。 

スマイル学習は積極的に導入が進められて継続して実施されているが、大きな課題もあ

る。『武雄市 ICT を活用した教育パンフレット（2017）』において指摘されているスマイ

ル学習の課題は主に二つある。一つ目は、学校間での実施率のばらつきである。その要因

としては、児童生徒の学習状況や保護者の教育要求は地域によって異なること、学校の年

間計画や教職員の構成などの学校の指導状況が異なることが考えられる。二つ目は、タブ

レット PCの管理や教材のアップロードなど、従来の授業では存在しなかった教職員の負担

である。実際に、教職員へのアンケートでは、負担の大きさからスマイル学習の実施回数

を増加させることに対して消極的な意見が多々存在する。今後もスマイル学習を拡大させ

るためには、上記二点の問題に対処することが必須である。 

 

第２項 東京都荒川区の実践例 
この項においては、荒川区教育委員会が発表した『タブレット PC活用の成果及び今後の

方針について（2018）』を参考に荒川区の ICT 教育について述べる。 

東京都荒川区も、ICT が教育に先進的に導入されている地域である。荒川区では平成 17

年度に区内に設置したサーバーと各学校の各教室の電子黒板をつなぐ荒川教育ネットワー

クの敷設が完了し、平成 22年度には小中学校へ電子黒板導入が完了した。その後、平成 24

年度にデジタル教科書がネットワーク配信されるようになった。タブレット端末の導入に

関しては、平成 25 年度にモデル校として小学校三校、中学校一校にタブレット端末を約

1200 台導入し、翌年度の平成 26 年度から区内全 34 小中学校において一人一台タブレット

端末配布、および全教員へのタブレット端末活用指針の配布が行われた。また、機器の選

定では、モデル導入の際は処理能力の高い機器を配置した一方で、全校導入の際は機能性

や処理能力よりも長く使うことを優先し、バッテリーの長持ちする機種であり、かつ机の

上から落とした場合の衝撃にも耐えうる頑丈な機種である機器を導入した。その後、平成

27 年度に特別支援学級への電子黒板導入も行われたことで、全児童が学習の際に ICT 機器

を活用することとなった。 

 荒川区における学校教育への ICT 導入の目的は、児童生徒の理解力に応じた個別学習を

より効果的に行い、基礎的・基本的な学力を定着させるとともに、情報活用能力および思

考力や問題解決能力、コミュニケーション能力などの「21 世紀型能力」を身につけさせる
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ことであるとされている。この目的のもと、ICT 機器はあくまで教師によるわかりやすい

授業の推進と、児童生徒の学習意欲の向上のための授業ツールの一つとして位置付けられ、

必ずしも授業中全ての活動において使用されているわけではない。 

 タブレット端末を用いた学習は小学校低学年から順を追って始まる。小学校低学年では

一日一時間ほどでタブレットに慣れるところから始まり、小学校中高学年では二時間のう

ち一時間ほど利用し、情報検索やグラフ作成などを行なう。その後中学校にあがると、日

常的にタブレットが使用されるようになる。学習に際し、児童生徒が使うソフトウェアは

基本的に学校用にカスタマイズされたソフトウェアではなく、一般的に広く使われている

ソフトウェア（Microsoft Office）とその支援ソフトウェア、およびタッチペンでの操作

が可能なソフトウェアである。また、教員が使う授業支援用システムソフトウェアには協

働アプリケーションソフトウェアが導入され、全生徒の画面を一度に見る機能、電子黒板

に画面を写す機能、デジタル教科書を開く機能が搭載されている。 

 タブレットの主な使用目的は色や写真・映像を使って視覚的な学習理解をすること、調

べ学習で本と組み合わせて情報収集をすること、児童生徒の考えをプレゼンテーションソ

フトウェア使って発表すること、美術で作品作りをすることなどである。また独自のシス

テムとして、学習履歴などのビックデータとクラウドを活用し、児童生徒の学習状況の個

人カルテを作成し、個人カルテで明らかになった学習課題を各児童生徒に応じて支援する

ために、ドリル型コンテンツや復習型ビデオクリップを活用している。加えて障害を持っ

た児童に対しては、障害の種類に応じて録画機能や音声機能を使用することで対応してい

る。 

 タブレット端末使用の児童生徒アンケートでは小学校では成績の高い児童の方がタブレ

ット使用を効果的と捉えている。また、成績にかかわらず 80%の児童がタブレットを使っ

た授業がわかりやすいと捉えている。中学校では成績の低い生徒に対しても効果的で、成

績にかかわらず 70%の生徒がわかりやすいと捉えている。また、保護者もタブレット端末

使用を肯定的に捉えているが、教員側は生徒の思考力が向上していると考えていない。た

だ、タブレット端末の導入に伴い、タブレット端末を活用した授業を行うようになったこ

とが授業改善に取り組み始めるきっかけとなり、小学校では七割、中学校では五割の学校

において教員の授業改善が進んでいる。 

 しかし、肯定的な考えがある一方で、ICT を導入した教育の主な課題が三点挙げられて

いる。一点目は、学校間のファイル共有ソフトウェアの利用率が低く、他校の優れた実践

経験が区内全体に反映されないことである。教材研究や自作教材の共有は、教員の教務負

担削減や授業改善への効果が期待されている。そのため、共有フォルダの存在を再周知し、

活用を促進するべきとしている。二点目は、学校へのタブレット端末の配布台数が少なく、

トラブルが起きた際の代替機が不足していることである。ICT 教育を推進していく上で機

器不足は深刻な問題であるため、授業形態や活用状況など各学校の実態に即して導入を検

討していく必要がある。三点目は、ICT活用による授業改善が進んでいるものの、ICT機器

の特長を生かしきれていないことである。この問題の原因として考えられているのは、ア

プリケーションソフトウェアを活用した効果的な指導方法や、電子黒板が未配置の教室で

授業を行う教科においてどのような活用方法が有効であるかの研究が不足していることで

ある。児童生徒が確かな学力と情報活用能力を身につけるため、また各教員がタブレット

PC を活用した方が良い授業を見極め、場面に応じた授業実践ができるようにするため、今

後もより一層の授業改善および教材研究の充実が必要である。 
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第３項 海外での実践例 
海外での ICT 教育の例として、イギリスとタイを取り上げる。三浦（2017）によると、

イギリスの学校教育機関ではほぼ全ての教室に電子黒板とプロジェクターが備え付けられ

ており、教師は電子黒板を活用して授業を行う。また、電子黒板以外にも教育用アプリケ

ーションの活用も盛んである。活用方法は科目によって異なり、調査対象の学校では、歴

史の授業では電子黒板を用いたスライド提示による視覚的アプローチのみであるが、英語

の授業では生徒が自分のスマートフォンやタブレット端末、パソコンにあらかじめダウン

ロードした Kahoot!という教育アプリケーションも使用して学習を行なっている。 

 木宮（2017）では、2016 年に実施したタイの小中学校におけるタブレット PC 活用の現

状に関する現地調査の報告を行なった。タイでは 2012年度にインラック政権の One Tablet 

PC per Child（OTPC）政策のもと、教育格差の是正、教育の質の向上を目指して一人一台

のタブレット PCを配布する取り組みが開始された。その後、政権交代の影響により希望す

る学校にのみタブレット PCを配布する仕組みに変更されたため、調査時点ではタブレット

PC を活用していない学校も存在していた。活用しない理由としては、搭載されているアプ

リケーションが全国すべての学校を対象としているため、学力が高い学校においては教育

レベルに合わないことや、学校によるカスタマイズができないことが挙げられた。また、

貧困地域においては学校主体で行うタブレット PCの盗難防止対策が大きな負担であったた

め、使用を中止する学校もあった。 

 

第 3節 問題意識 
 現在日本のみならず、世界的に ICT教育が導入されている。ICT機器導入率を G20の各国

で比較すると、日本のデスクトップ PC・タブレット PC 導入率は下から 3 位（図 7,図 9 参

照）、ノート PC・プロジェクター・電子黒板導入率は最下位となっている（図 8,図 10,図

11 参照）。 

しかし一方で、武雄市のスマイル学習の事例からも読み取れるように、ICT を教育に導

入した際に本当に学力が向上しているのかは疑問である。また向上していたとしても、そ

の教育投資のコストに見合うような教育効果があるのかについて検証する必要がある。ま

た、どのような ICT 機器がより学習に適しているのかということも明らかになっていない。 

 よって本稿では、分析を通してこれらを検証し、ICT 教育を推進するという政策の是非

を考察したい。 
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図 7 G20 国別 デスクトップ PC の導入率 

 
(出典：OECD PISA 2015 Database より筆者作成) 

 

図 8 G20 国別 ノート PC の導入率 

 
(出典：OECD PISA 2015 Database より筆者作成) 
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図 9 G20 国別 タブレット PC の導入率 

 
(出典：OECD PISA 2015 Database より筆者作成) 

 

 

図 10 G20 国別 プロジェクターの導入率 

 
(出典：OECD PISA 2015 Database より筆者作成) 
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図 11 G20 国別 電子黒板の導入率 

 
(出典：OECD PISA 2015 Database より筆者作成) 
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第 2章 先行研究・本稿の位置づけ 
第 1節 先行研究 
第１項 ICT を用いた学習指導の効果 

鷹岡（2016）では、ICT 機器を使用することによって学習活動や学習支援の効果が高ま

る可能性、説明のための板書に要する時間を節約することによる学習時間の拡大の可能性、

教員が ICT 機器を使用することによって児童生徒の学習状態についてなどの児童生徒理解

がより深まる可能性の三点を指摘した。また安達（2017）では、台湾・シンガポール・マ

レーシアの小学校における ICT 機器を活用した英語授業と日本の小学校の英語授業を比較

した。そのなかで、児童の英語学習に困難をもたらしているものは日本語と英語の音韻体

系の大きな違いであると指摘した。そして、児童の特性にあった個別の ICT 機器を利用で

きるような学習環境を整え、児童が視覚的・聴覚的に情報を得ることができ、より効果的

な英語学習が行えると推察した。しかし、これらの先行研究は実証分析を行っておらず、

あくまで推察のみにとどまっている。 

高橋他（2011）では、長野市内の二つの小学校に所属する小学一年生九名、四年生七名、

六年生七名を対象に、視覚的に提示された言語の理解を補う学習支援システム（Touch & 

Read）の効果を調査した。その結果、学習支援システムを使用した児童の学習到達度は、

使用していない他の単元と比較して上昇する傾向がみられ、担任教員の観察から児童の学

習意欲も向上していることが分かった。このことから、テクノロジーによる学習支援が学

習成績に正の効果を及ぼす可能性があることが示唆されている。同様に、相馬（2014）で

は、青森県国立大学法人弘前大学教育学部付属中学校の第三学年 40名および北海道寿都町

立寿都中学校の第二学年 29 名を対象に FaceTime を用いた協働学習を行い、生徒の科学的

思考力・判断力および表現力に与える影響を中心に調査を行った。その結果、生徒の知

識・理解および技能等に与える影響に関しては調査されていないものの、科学的思考力・

判断力および表現力を向上させる可能性があることが示された。しかしこれら二つの論文

では、調査対象が限定されており、統計的な偏りが大きい可能性が高いことが問題点とし

て挙げられる。 

 田中他（2005）では「学力向上のための基本調査 2004」の結果から、教科書や板書等で

は伝えにくい内容をパソコン等の映像を用いて提示すること、また、実際に体験するのが

難しい事象等に対してパソコン等で疑似体験の場を用意して児童生徒の理解を促すことに

よって、児童生徒の学力が統計的に高くなることを報告している。清水他（2008）では、

全国の教育委員会を通じて ICT を活用した効果を検証するための授業を実施し、総数 752

件の客観的検証データを用いて分析を行った。その結果、実証授業を行った教員のほとん

どが ICT 活用の学力向上への効果を認めた。また、児童を対象に行った客観テストの結果、

「知識・理解」や「技能・表現」という観点で有意に正の効果があるとした。海外の文献

においても、Tüzün.H et l.（2008）では、トルコのアンカラの小学校四・五年生を対象に

地理の授業にコンピュータゲームを導入した。その結果、学習成果や学習意欲に正の効果

を与えていることが分かった。しかし、調査対象者は平均以上の英語能力を持ち、かつワ

ープロやソフトウェアを使用できる児童であることから、サンプルに偏りがある可能性が

考えられる。また、López-Pérez.M et l.（2010）においては、グラナダ大学で実施された

調査では、eラーニング活動を対面式授業と融合させ、eラーニング活動は試験合格率に正

の効果があるとした。ただし、学生の授業満足度は対面式授業の方が高く、また、e ラー

ニング活動はあくまで補完的な役割を果たすのみであるため、対面式授業を完全に代替す

ることは難しいと指摘している。以上のように、これらの論文は ICT の教育効果を全面的

に認めている。 

 横山他（2013）では、2011 年 12 月に池田中学校の三年生 225 名、2012 年 7 月に揖斐小
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学校の五年生および六年生 168名、2012年 11月に池田中学校三年生 141名を対象として、

評価問題・意識調査・学習者の行動・発話を記録し、分析を行った。その結果、2011 年の

池田中学校および 2012年の揖斐小学校の分析では、基礎的な知識理解では差が無いものの、

論述問題では正答率が有意に高いことが明らかになった。一方で 2012年の池田中学校では、

タブレット PCを選択した生徒と選択しなかった生徒の意識調査に有意な差は認められなか

った。しかし、タブレットを選択した生徒は成績下位層に集まっており、サンプルに偏り

がある可能性も指摘した。松原他（2017）では、佐賀県武雄市で行われている ICT を活用

した教育の結果を分析・報告した。第一次・第二次検証報告では、成績との相関は見られ

ないが、学習意欲が高まることが確認された。一方で第三次検証報告では、小学校四年生

の算数かつ二つの単元という限られたサンプルではあるが、「知識・技能」に正の効果が

あると推論し、特に、中・低学力層への効果が期待できるとした。また、「思考力・判断

力・表現力等」への効果としては、実施率上位三校と実施率下位三校の児童という限られ

たサンプルではあるが、正の効果を認めた。これら二つの論文においては ICT 教育で効果

が得られる側面と効果が得られない側面が存在するとしている。 

 奥木他（2012）では、中之条町立沢田小学校で六年生の算数の授業においてマグネット

スクリーンの電子黒板、および実物投影機を使用した二つの学習指導実践を行い、それぞ

れの効果を分析した。その結果、ICT を活用した授業は児童の「関心・意欲」も高く、

「思考力・判断力」を育成するうえで ICT 機器は効果的であることが示された。しかし、

「知識・理解」については、授業後に児童を対象に行ったアンケートの結果では「わかり

やすい」という評価を得ているが、客観テストでは ICT を活用していない授業の方の平均

得点が高いという結果を示した。また小河（2014）では、TALIS2013（国際教員指導環境

調査）と PISA2012（生徒の学習到達度調査）の結果を用いて ICT 利活用能力と学力との相

関を分析した。その結果、二つの間には相関がないことを明らかにし、ICT 利活用比率と

デジタル読解力の間にも相関は見られなかった。これら二つの論文では客観テストにおい

ての ICT の学力への効果を認めていない。 

 上記のように過去の論文では、学力向上の可能性を示唆しているが、統計的な差異を検

出する分析は行われていないためあくまで示唆に止まっているもの、ICT の教育効果を全

面的に認めているもの、効果が得られる側面と得られない側面の両面を指摘しているもの、

ICT の教育効果を認めないものという四種類の論文が見受けられた。 

 

第２項 ICT 教育を行うにあたっての課題点 
高木（2016）では大規模予算が前提となる取り組みであるため、議会における予算折衝

等の影響が大きく、学校現場に即した導入が行われない可能性を指摘した。実際に荒川区

の事例では、予算面の問題から児童生徒用・教員用ともに予備端末が不足しており、小学

校教員へのアンケート調査では、タブレット端末の配置台数が不足しているという回答が

50％あった。また、小林他（2007）では、2006 年度に ICT 活用に関する研究助成に応募し

採択された学校で ICT 活用を推進する役割を担った教員（ICT 推進リーダー）44 名へのア

ンケート調査を行った。そして、教員の ICT 活用スキルの格差への対応、ICT 推進リーダ

ーが ICT 機器の維持・管理のために費やす時間や負担の軽減、ICT 活用が学校全体の教育

活動に位置づくためのカリキュラムの充実、ICT 活用推進を支える校内体制の確立の四点

を課題として挙げた。さらに、三浦（2017）では、イギリスにおける電子黒板や教育アプ

リを活用した実践例を参考に、電子黒板をメインとした教育について検討した。その結果、

小林他（2007）と同様に、高い初期投資に加え、情報機器本体の更新サイクルの速さによ

る買い替えコストなどの費用面での問題を指摘した。そして、解決策として、デバイスに

は基本的な機能のみを搭載し、教育・学習関連のアプリケーションを充実させるとともに、

教育機関に無料で広く普及させることを述べた。他にも、浦野他（2017）では教職希望の

大学二年生へのアンケート調査の結果、児童生徒だけでなく、教員側も ICT 教育を行うに
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あたり専門知識や操作方法の習得が必須であり、研修時間の確保などの面で学校の負担が

増加する可能性を指摘した。 

また、Tondeur.J 他（2007）では、ベルギーのフランドル地方にある 53 の小学校の 570

人にアンケート調査を実施し、国家の ICT カリキュラムと初等教育における ICT 利用の関

連を調査した。その結果、教員は児童の技術的な ICT スキルを重視している一方で、国家

の ICT カリキュラムは学習と教育課程における ICT の統合的利用を重視しており、提案さ

れたカリキュラムと実際に学校現場で実施されたカリキュラムとの間にギャップが生じて

いることを指摘した。そのため、各学校現場に即した ICT 活用計画を開発することが重要

であり、国家と学校現場の綿密なコミュニケーションが必要であるとした。 

 

第 2章２節 本稿の位置付けおよび新規性 
 文部科学省（2010）によると、そもそも ICT 教育は大きく三つに分類できる。一つ目は、情

報教育すなわち児童生徒の情報活用能力の育成である。二つ目は、教育指導における情報通信

技術の活用すなわち情報通信技術を効果的に活用した、分かりやすく深まる授業の実現等であ

る。三つ目は、校務の情報化すなわち教職員が情報通信技術を活用した情報共有によりきめ細

かな指導を行うことや、校務の負担軽減等である。本項では二つ目の教育指導における ICT 導

入の効果について分析・検証を行い、その是非について考察する。 

 本稿の新規性は、PISA2015 のデータを使用することで、サンプル数が多く、偏りが少な

いと考えられるデータを使って分析を行なっていること、および国際的な比較を行なって

いることである。このことによって、これまでの研究における分析に用いるサンプルサイ

ズが小さく、またサンプルに偏りがあると考えられるという問題を解決した。また、国際

調査という PISAの特徴を生かし、日本よりも ICT教育が進んでいるとされる他国との比較

分析も行なった。 
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第 3章 分析 
第 1節 分析の枠組み 

ICT 教育の効果の検証を行うために被説明変数を PISA2015 の個人の学力とし、ICT に関

する説明変数を用いて、分析を行った。なお、今回の分析においては比較対象国として韓

国、フランス、フィンランド、イタリアの四か国のデータを用意し、それぞれの国ごとで

の分析を行った。 

推計モデルは以下である。 
𝑌 = 𝑎1𝑋1 + 𝑎2𝑋2 +••• +𝑎25𝑋25 + 𝛽 + 𝑢 

 

 なお、Y は個人の学習到達度、それぞれの X は個人属性を示す説明変数、β は定数項、u

は誤差項である。 

 

第２節 
第 1項 利用したデータ 
 今回の分析に際し、OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）の 2015 年のデータを使用した。

このデータを使用した理由は三つ存在する。一つ目は、PISA は国際的な学力テストのデー

タであり、日本より ICT 教育が進んでいる国との国際比較が可能なことである。二つ目は、

ICT 活用調査において多くの質問項目があるため、多様な変数を用いて ICT 教育に関して

の分析を行うことが可能であると考えられたことである。三つ目は、分析に使えるサンプ

ル数が比較対象国として取り上げた四か国と日本を合わせて 30000 程度と非常に豊富であ

ることである。なお、同じような特徴を有するデータとして国際数学・理科動向調査

（TIMSS）のデータがあげられる。文部科学省（2009 以前）はこの二つの調査について、

PISAは義務教育修了段階(15歳)において、これまでに身につけてきた知識や技能を、実生

活の様々な場面で直面する課題にどの程度活用できるかを測るテストであると定義してい

る一方で、TIMSS は初等中等教育段階における児童生徒の算数・数学、および理科の教育

到達度を国際的な尺度によって測定し、児童生徒の学習環境条件等の諸要因との関係を分

析するテストと定義している。この違いを踏まえ、21 世紀を生きる現在の学生世代におい

て必要と思われる能力は TIMSS によって測定される能力ではなく、PISA で測定される能力

であると考えたため、最新の PISA の調査である PISA2015 のデータを用いて分析を行った。 
 また、分析に際し、比較対象国としては韓国、フランス、フィンランド、イタリアを選

択した。これらの国は、PISA2015 の調査対象国の中で、生徒質問調査と ICT 活用調査が行

われているという条件を満たしている。この条件を満たす国の中で上記四か国は、韓国は

日本と同じく東アジアの国であること、フィンランドは教育水準が極めて高いこと、フラ

ンス・イタリアは G7 の加盟国であることが特徴である。他の G7 の国であるドイツ・イギ

リス・アメリカ・カナダはデータがなかったため、これらの国を比較対象国として用いて

分析を行った。 
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第２項 変数 
被説明変数 

今回の分析では被説明変数として PISA2015の学力を用いた。ただし PISA2015は、実施テ

ストの点数をそのままの数値としてではなく、Plausible Values という推算値を各サンプ

ル pv1 から pv10 の 10 個のデータとして公表している。鳶島（2016）によると、この値は

テストの結果をもとに項目反応理論によって推定された能力値の事後確率分布から無作為

に抽出された値であるとされている。なお読解リテラシーは 2000年、数学リテラシー2003

年、化学リテラシーは 2006年調査における OECD平均を 500、標準偏差を 100として標準化

したものである。 
松浦（2012）によるとこの Plausible Value を用いた分析手法は大きく分けて三種類あ

る。一つ目は、pv1の推算値のみを用いて推定を行う手法である。二つ目は、pv1から pv10

の 10個の推算値の平均値を用いて推定を行う手法である。三つ目は、pv1から pv10までの

10 個の推算値を用いてそれぞれ推定を行い、その結果得られた 10 個の推定値を平均する

手法である。この中で一つ目の手法と二つ目の手法は簡易的に分析を行える手法であるも

のの、最も推定値の正確性が期される手法は三つ目の手法であるため、本研究では三つ目

の手法である、pv1 から pv10 までのそれぞれの推算値を用いて得られた結果を平均する手

法を用いる。 
 なお、本分析に際し、使用する変数が未回答のものに関してはサンプルからのぞいた。

その結果、日本は約 16%、韓国は約 7%、フランスは約 26%、フィンランドは約 15%、イタリ

アは約 20%のサンプルが減少した（表 1 参照）。 

 

表 1. サンプルサイズの変化 

 
（筆者作成） 

説明変数 

・男性ダミー 
 国ごとで男女の教育格差がある可能性を考慮し、その影響をコントロールするため用い

た。 
 
・親の教育意欲ダミー 
 親の教育意欲が高いほど児童生徒の学力も高くなることが推察される。家庭環境の影響

をコントロールするため用いた。 

 
・父親および母親の学歴に関するダミー 

 父親および母親の学歴をそれぞれ ISCED6、ISCED5、ISCED4、ISCED3、ISCED2 以下に分

け ISCED2 以下の場合以外のダミー変数を作成した。親の IQ や学力の相違をコントロール

するため用いた。 

 

 

 



ISFJ2018 最終論文 

 

20 

 

・コンピュータを初めて触った年齢に関するダミー 
 コンピュータを初めて触った年齢に関しては小学生未満、小学校低学年、小学校高学年、

中学生、使用経験なしに分け、小学生未満の場合以外のダミー変数を作成した。このダミ

ー変数により、コンピュータを早いうちから使用することができるという家庭環境の影響

をコントロールするため用いた。 

 

・学校の電子機器設備に関するダミー 

 プロジェクター、電子黒板、デスクトップ PC、ノート PC、タブレット PC の五つの ICT

機器が学校に設置してあるかについて、それぞれダミー変数を作成した。これらのダミー

変数により、学校環境の影響をコントロールするため用いた。 

 

・学校でコンピュータを使用して宿題をする頻度に関するダミー 
 学校でコンピュータを使用して宿題をする頻度を、使わない、月に 1,2 回、週に 1,2 回、

毎日に分け、使わない以外の場合のダミー変数を作成した。家の場合と同様、コンピュー

タを用いた ICT 教育によって効率的な学習が行われるのであれば、頻度が高いほど成績に

対する正の効果が強くなると考えられるため用いた。 

 
・家でコンピュータを使用して宿題をする頻度に関するダミー 
自宅でコンピュータを使用して宿題をする頻度を、使わない、月に 1,2回、週に 1,2回、

毎日に分け、使わない以外の場合のダミー変数を作成した。コンピュータを用いた ICT 教

育によって効率的な学習が行われるのであれば、頻度が高いほど学力に対する正の効果が

強くなると考えられるため用いた。 

 
分析に際し、記述統計量は末尾の付表 1-6 にて示す。 
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第 3節 分析結果 
まず、分析の表における各変数名の意味は以下である。 

表 2. 各変数の略称とその意味 

 
（筆者作成） 

以下五か国をまとめて分析したものおよび各国ごとの分析結果である。 
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表 3. 各国の分析結果 

 
（筆者作成） 

*1 それぞれの変数の係数の下段の数字は標準誤差を示す。 

*2 それぞれの変数の係数についている*は一つだと有意水準 10%で、二つだと有意水準 5%

で、三つだと有意水準 1%で有意であることを示す。 
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第 4節 結果の解釈 
まずはじめに、男性ダミーは国によって係数が大きく異なることがわかる。日本・フラ

ンス・イタリアでは男性の方が有意水準 1%で統計的に有意に学力が高い傾向にあるが、韓

国とフィンランドではどちらも有意水準 1%で女性の方が男性より学力が高い傾向にある。 

次に、親の教育意欲に関しては、分析を行う前の予想と同様に、イタリアは有意水準

5％、他の四か国は有意水準 1%で親の教育意欲が高い場合に学力が高くなるという傾向が

あることがわかる。 

続いて、親の学歴に関しては、イタリアを除き、全般的に、最終学歴が高い親を持って

いる生徒ほど、学力が高くなる傾向があり、特に日本では、父親・母親ともにその傾向が

顕著に出ている。イタリアに関しては、ISCED3 ダミーの係数が非常に大きくなっているが、

今回の分析においては家庭環境の影響をコントロールすることを目的としているため、考

慮しない。 

また、コンピュータを初めて使用した年齢に関しては、年齢が早ければ早いほど学力が

高くなる傾向にあるということがわかった。なお、学力に関する研究では樋口（1992）や

明治大学千田良吉研究会（2009）などの研究により、学力は親の所得の影響を受けること

が知られている。しかし、今回分析に用いたデータでは保護者の所得に関するデータがな

かったため、親の所得の影響がより早い時期にコンピュータを保有することができていた

という形で表れている可能性がある。 
ここから各国の ICT に関しての解釈に移る。 
学校におけるプロジェクター導入の効果に関しては、五か国に共通して有意水準 1%で統

計的に有意に正の効果を持つことがわかる。そして係数に関しては、最も小さい値を示し

ている日本で 49 点、最も大きい値を示しているフランスでは 79 点ほどとなっており、各

国ともに一定の正の効果がみられる。そのため、教育にプロジェクターを導入することに

よる学力への効果は高いと言えるであろう。 
学校における電子黒板の導入の効果に関しては、イタリアを除くすべての分析において

有意水準 1%で統計的に有意な結果が出ている。日本・韓国・フランスにおいては、予想に

反して負の効果を持つということがわかった一方で、フィンランドにおいては正の効果を

示している。 

学校に設置してある PC 機器の効果に関しては、デスクトップ PC は日本・韓国の分析に

おいて、有意水準 1％で正の効果があることが分かった。ノート PC は韓国のみで統計的に

有意に正の効果がみられる。タブレット PC については、全般的に負の効果がある。 

続いて、学校においてコンピュータで宿題をする頻度に関しては、日本を除いた四か国

の分析において、有意水準 1%で統計的に有意な結果が出ている。係数に関しては、全般的

な傾向としては、使う頻度が上がるほど学力に対する負の効果が強くなるということが読

み取れる。 
家においてコンピュータを使用して宿題をする頻度に関しては、韓国を除く四か国の分

析において、使用する頻度が上がるにつれて得点が低くなる傾向があることが分かった。

一方、韓国においては、使用頻度が上がるにつれて正の効果が強くなり、これは有意水準

１％で統計的に有意な結果である。このような結果がでた要因としては、韓国に NEISとい

うシステムが存在することが考えられる。曺（2015）によると、韓国では小学校三年から

高校三年までの教科書がデジタル化されているため、全国の児童生徒と教員は無料で教科

書をダウンロードして活用することができるとされている。また、サイバー学習と EDUNET

というものも存在しており、様々な教育デジタルコンテンツが無料で使える環境が整って

いる。これらのことが、韓国において ICT を用いた家庭学習で正の効果が出た要因である

と考えられる。 
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第１章第２節第２項において述べた武雄市の事例においても、学校や家で ICT を使用し

て学習を行うことによる学力への明確な効果は得られておらず、今回の分析においても同

様の結果が得られたといえるであろう。 

 以上のことをまとめると、ICT 教育ではプロジェクターのように正の効果を上げている

もの、学校でのコンピュータ使用のように負の効果が出てしまうもの、電子黒板や家での

コンピュータの使用のように負の効果が見られる傾向にあるが、条件によっては正の効果

が見られるものが存在する。 
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第 4章 政策提言 
第 1節 ヒアリング調査3 
 上記の分析結果を踏まえて、なぜ学力に対して ICT 教育が概ね正の効果が出ないのかに

ついて電子機器メーカーに 2018年 10月 24日、電話にてヒアリング調査を行った。その結

果、教育現場に ICT機器が導入されて間もないため、ICT機器の使用に不慣れな教員が ICT

機器を教育にまだ効果的に活用できていない可能性があること、また、ICT 機器はアクテ

ィブラーニング型の授業での活用を主として利用されているため学力に直結するまで時間

を要するとの意見を得られた。 

また、家庭学習向けのタブレットを開発している企業に 2018 年 11 月 8 日に訪問し、ヒ

アリング調査を行った。その結果、タブレットの利点として、使用する各個人の学習時間

や学習した単元などの情報を保存・分析する機能を搭載することが可能であるため、この

機能を活用することによって学習時間の短縮および学習の効率化が可能になるという意見

を得られた。一方でタブレットの課題として、紙の教科書をタブレットにそのまま載せる

だけでは学習効果を得にくいため、視覚的・聴覚的アプローチに長けている等のタブレッ

トの利点を最大限活用できる方法を開発することが必要であるという意見も得られた。 

 これらのヒアリング調査の結果から、学力向上には時間を要すること、また ICT 機器を

効果的に使用するためには、教員の ICT 活用能力の向上および ICT 機器で使用する教材の

内容・質の改善が重要であることが分かった。しかし、今回の分析の比較対象国は、日本

よりも ICT 機器の導入が進んでいるものの、概ね学力に正の効果が見られていない。その

ため、現時点で ICT 機器が学力に正の影響を与えていない要因として、先述した学力向上

へのタイムラグだけではなく、教員の ICT 活用能力や教材の内容・質が現状では十分では

ないことが考えられる。また、そもそも教員の ICT 活用能力や教材の内容・質が十分に向

上した場合においても、学力に正の影響を与えない可能性も考えられる。 

 

第 2節 政策提言 
 上記の分析結果から、第１章第 3節で述べた問題意識に対する結論として、ICT教育は学

力を向上させておらず投資のコストに見合う教育効果がないこと、および現状の日本で学

習に適していると考えられる ICT 機器はプロジェクターのみであることの二点が得られた。

そのため、プロジェクター以外の ICT 機器である教育用コンピュータや電子黒板の設置を

推進している現在の政策は否定するべきだと言えるであろう。そこで本研究では前述の現

状分析と先行研究を踏まえて、日本の ICT 教育において以下の政策を提案する。 
具体的には一時的に ICT機器の導入を中止し、効果的な活用法を研究したのち効果的な使

用方法を用いて再び導入、もしくは効果がないと判断された場合には導入を完全に中止す

るという三段階の政策である。 

まず第一段階として、一時的に ICT教育の導入促進を中止する。現在文部科学省（2018b）

では、教育の ICT化に向けた環境整備５か年計画において、2018年から 2022年の５年間で

単年 1805億円の予算を設け、①学習者用コンピュータを 3クラスに 1クラス分の台数配置

（児童生徒が 1 人１台を用いて１日１コマ分程度学習できるような環境の実現）、②授業

を担任する教師 1 人に指導用コンピュータを 1 台配布、③大型提示装置・実物投影機の

100％整備（各普通教室 1 台、特別教室用 6 台）、④超高速インターネットおよび無線 LAN

                                                      

3 某電子機器メーカーおよび某タブレット開発会社（企業の特定を防ぐために、二社とも本稿では企業名を表記しな

い）にヒアリング調査を行った。なお、本校で用いる調査内容については、すべて事実に基づいたものであり、事実に

反するような脚色は一切加えないこととする。 
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の 100％整備、⑤総合型校務支援システム 100％整備、⑥ICT 支援員を 4 校に 1 人配置、の

六点を目標として掲げている。しかし、分析からわかるように、プロジェクターの使用を

除き ICT 機器を用いた学習は学力に対して良い影響を与えておらず、むしろ逆効果である。

このような状況で ICT 機器の導入を推進することは、生徒の学習に対して良い影響を与え

ないだけではなく、学習に対する予算の無駄遣いともいえるものである。また、平成 19年

度の文部科学省 ICT 活用ハンドブックにおいて、ICT 教育での活用は教員の負担が減ると

されているが、第１章第 2 節第 1 項で述べた武雄市の事例では教員の負担を減らしてほし

いとのアンケート結果がでている。このことから、現状の導入方法では、ICT 教育は教員

への負担を増加させているのではないかと考えられる。そのため、教育への ICT 機器導入

の中止は、学校教員の負担軽減にもつながると考えられる。 

次に第二段階として、ICT 機器の効果的な使用方法の検証分析を活発に行う。分析の解

釈でも述べたように、韓国では家庭学習におけるコンピュータ使用が学力に良い効果を与

えている。その背景には、ICT 教育に関する積極的な研究および開発を国家レベルで行う、

韓国教育学術情報院という組織が存在することが考えられる。金容媛（2000）によると、

韓国教育学術情報院は教育や学術研究の質的水準を向上させることを目的とした組織であ

り、教育および学術研究に必要な情報の制作・調査・収集および管理とこれらを活用する

ための研究や、初等・中等教育課程の教授・学習支援システムである EDUNETの運営や NEIS

の運営、デジタル教科書の開発、教育および学術情報の開発流通に必要な情報の体系化お

よび標準化などを行っている。このことから、韓国では国家主導で ICT 教育の改善や質の

向上が継続的に行われているといえる。現在の日本では、文部科学省が ICT 教育の推進を

行っているが、協議会の開催や自治体向けのパンフレット作成が主な活動であり、効果の

検証分析などは十分行われているとはいえない。そのため、日本も韓国と同様に、ICT 機

器の活用について政府の指導のもと、より積極的な研究を行うべきではないかと考える。

この段階で発生する研究費用は、5 カ年計画で確保されていた予算を使用する。また、検

証分析には実際に学校で ICT 機器を用いた授業を行う必要性があるが、この点に関しては、

すでに ICT 機器の設備が整っている自治体の協力を得ることによって ICT 機器導入費用の

削減および導入から検証までの期間短縮を実現することができる。 

最後の第三段階は、第二段階の検証分析の結果によって二つに分けることができる。一

つ目は、ICT 教育が学力に効果がないという結論が得られた場合である。この場合、国家

予算を用いた ICT 機器の教育への導入は完全に中止する。二つ目は、ICT 教育が学力に効

果があるという検証結果が得られた場合である。この場合、前述の第二段階で行った検証

分析の結果を考慮し、より児童生徒の学力向上に貢献できる ICT 機器および手法を再導入

する。また、導入に際して、学校への支援体制も整える必要があるため、現在の 5 か年計

画の目標のひとつに掲げられている ICT 支援員の拡充が必要となるであろう。加えて、現

在は自治体のニーズに応じての派遣に留まっている ICT 活用アドバイザーをより拡充し、

それぞれの自治体の実態に応じて ICT 教育の推進計画や ICT 機器整備計画の策定等を行う

ことも必要となるであろう。 

これらの段階を踏むことによって、より良い学習を目指して ICT 教育を導入しているも

のの実際には効果がない、もしくは真逆の効果がでてしまう場合もあるという現状を改善

することができるであろう。また、この政策は導入を中止する段階で予算を必要とせず、

検証および再導入に際しても、5 か年計画で使用予定であった予算を活用することで対応

することができる。加えて、児童生徒に良い影響を与える機器のみを再導入するため、再

導入にかかる費用を現在の 5 カ年計画よりも削減できる可能性もある。そのため、この政

策の実現可能性は高いと考えられる。 
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第 3節 政策によって見込まれる効果 
 まず、分析結果から負の効果がでるとされた電子黒板の使用を今後も継続して行った場

合に、どの程度学力に変化が起こるかを推計した。PC の使用に関しては、質問項目の都合

上、学校に設置してある台数が一人一台使用可能であるかの判断ができないため、シミュ

レーションの対象とはしなかった。その結果、文部科学省が目指す電子黒板整備率 100％

を達成した場合、PISA の三科目合計得点が国全体として約 71 点、パーセンテージでは約

4.5％下がり、これを順位に換算すると、現在の 3 位から 18 位まで下がることになること

が分かった（表 4 参照）。また、学力に正の効果があるという結果が出たプロジェクター

の設置率を 100％とした場合には、PISAの 3科目合計得点が国全体として約 40点上昇し、

順位に換算すると現在の 3 位から 2 位になることが分かった（表 5 参照）。これらの結果

から、現状で最も望ましい ICT 機器の設置状況と考えられる、電子黒板設置率 0％かつプ

ロジェクター設置率 100％を実現させた場合、PISA の三科目合計得点が国全体として約 46

点上昇し、順位は現在の 3 位から 2 位に上昇することが分かった（表 6 参照）。これらの

ことから、生徒の学力を国際的に高い水準で維持するためにも、より効果的な使用方法が

判明するまでの間、学力に対して正の効果があると判明していない ICT 機器の導入を一時

的に中止することは重要であろう。 

 

表 4. 電子黒板設置率による得点および順位の変化 

 
（筆者作成） 

 

表 5. プロジェクター設置率による得点および順位の変化 

 
（筆者作成） 

 

表 6. 最も良い設置条件による得点および順位の変化 

 
（筆者作成） 
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おわりに 
本研究では、使用する ICT 機器や使用する環境による違いを説明変数に用いることで、

要素別の ICT 教育の効果を推定することができた。これにより、ICT 教育に関してどのよ

うな活用方法が効果的なのかということがわかり、最終的に将来のより良い教育につなが

る道筋を示すことができたように思う。今回は PISA2015のデータを用いて重回帰分析を行

ったが、今後公開されるであろう PISA2018のデータや、個票データは公開されていないが

全国学力・学習状況調査のデータによっても分析を行いたい。また、今後小学校にて導入

されるプログラミング教育で向上するとされている論理的思考能力など、学力の観点別の

効果についても分析を行い、新たな議論を行うことを今後の研究課題としたい。 
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付表 

 

付表 1. 日本の記述統計量 

 
（筆者作成） 
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付表 2. 韓国の記述統計量 

 
（筆者作成）  
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付表 3. フランスの記述統計量 

 
（筆者作成） 
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付表 4. フィンランドの記述統計量 

 
（筆者作成） 
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付表 5. イタリアの記述統計量 

 
（筆者作成） 
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付表 6. 日本の教育制度と ISCED の対応 

 
（出典 WIP ジャパン株式会社『教育と職業・雇用の連携に係る仕組みに関する国際比較

についての調査研究』より筆者作成） 

ISCEDレベル 日本の教育段階

0 就学前教育

1 初等教育

2 前期中等教育

3 後期中等教育

4 中等後非高等教育

5 短期高等教育

6 学士相当

7 修士相当

8 博士相当


